２　平成２３年度のみよし市障がい者相談支援事業について

(1)　みよし市障がい者相談支援事業の内容
平成２０年度より、障がい者の相談・就労支援の体制をさらに充実させるため、市内に所在し、愛知県から相談支援事業者の指定を受けている（社福）とよた光の里『生活支援センターひかりの丘』と（社福）あゆみ会『しおみの丘』、（社福）あさみどりの会『わらび福祉園』に対し、障がい者相談支援事業を委託している。

平成２１年度より『みよし市障がい者自立支援協議会』が本格稼働。協議会運営の中で、障がい者の相談支援と就労支援の体制を充実させる必要があるとの意見（要望書）が出される。
平成２３年度は、『生活支援センターひかりの丘』に加え、『しおみの丘』と『わらび福祉園』にも専任の相談支援専門員を配置していただき、相談支援を展開している。
(2)　相談支援事業の方向性
1 みよし市では、相談支援事業を軸としながら地域の支援体制を構築し、障がい者等からの相談に応じて必要な情報の提供や助言を行い、障がい福祉サービス等につなげていく。また、地域課題の集約も行っている。

2 相談支援事業では、地域の支援体制の質を高めていく観点から、専門性や継続性をどのようにして確保するか等についても検討した上で、相談支援の体制も構築していく必要がある。
3 障害者自立支援法改正案では相談支援のさらなる充実が必要とされており、市の障がい福祉施策を進める上でも、ニーズ発掘や当事者の声を直接聞けるなど導入部分として重要な役割を果たすため、相談支援事業・相談支援体制の強化及びシステム化を図る。
(3)　相談支援カンファレンスの開催
相談支援専門員同士の連携と質の向上を目的に開催。週に１回（半日）程度、相談支援専門員が集まり、新規相談のスクリーニング、支援中のケースの報告・事例検討（スーパーバイズ）、訪問調査の報告、参加した研修の報告などを行う。

参加者：圏域アドバイザー、市委託相談支援専門員、社協相談員、福祉課職員

○カンファレンス開催の効果

· 相談がワンストップし、相談支援事業として中立公平性を保てる。

· 相談支援事業所間での相談件数、相談支援内容の差が生じにくい。

· 情報の共有化が円滑に行え、ＯＪＴで相談支援専門員の質の向上が図れる。

· カンファレンスの中で個別支援会議も行えている。
